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国立大学法人岐阜大学監事監査規則 

 

平成１６年４月１日 

岐阜大学規則第１８４号 

（趣旨） 

第１条 国立大学法人法（平成１５年法律第百十二号）第１１条第４項から第９項までの

規定に基づき監事が行う国立大学法人岐阜大学（以下「本法人」という。）の業務の監

査（以下「監査」という。）に関する基本的事項については，法令及び他の規程に別段

の定めがある場合を除き，この規則の定めるところによる。 

（監事監査の目的） 

第２条 監事監査の目的は，法令等に従い，業務の適正かつ効率的，効果的な運営を図る

こと，及び会計経理の適正を確保することにあるものとする。 

（監査の種類） 

第３条 監査は，定期監査及び臨時監査とする。 

２ 前項の定期監査のうち，業務監査は毎年度１回以上行い，会計の監査は年度決算時に

行うものとする。 

３ 第１項の臨時監査は，監事が必要と認めた場合に行うものとする。 

４ 監査は，書面監査又は実地監査により行うものとする。 

（監査計画） 

第４条 監査計画の立案に当たっては，業務運営に関する内部統制の状況及びその有効性

に留意するものとする。 

２ 重要性，適時性，効率性その他必要な事項を勘案して，適切に監査対象及び方法を選

定し，監査項目，調査方法，監査実施日等について，年間の監査計画を作成するものと

する。 

３ 監査計画について，学長に提出するものとする。 

（監事の補助者） 

第５条 監事の事務補助は，監査室の事務主幹等の事務職員が行う。 

２ 監事は，必要と認めるときは，学長の承認を得て，前項の職員以外の職員に，臨時に

監査に関する事務を補助させることができるものとする。 

３ 前２項の規定により，監査の事務補助に従事する職員は，当該事務について知り得た

事項について，他に漏らしてはならない。 

（監事の基本的心得） 

第６条 監事は，常に業務運営の実施状況を把握するとともに，運営上の課題の認識を深

めるよう努めなければならない。 

２ 監事は，監査機関たる地位にある者としての正当な注意をもって，監査を行わなけれ

ばならない。 

３ 監事は，監査意見を形成するに当たり，よく事実を確かめ，合理的な判断を行うよう

努めなければならない。 

４ 監事は，その職務を遂行するに当たり，常に公正不偏の態度を保持しなければならな

い。 
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５ 監事は，職務上知り得た秘密を正当な理由なく他に漏らしてはならない。 

（監事間の情報の共有） 

第７条 監事は，職務執行上知り得た重要な情報を他の監事と共有するよう努めなければ

ならない。 

（監査の実施に関連する権限等） 

第８条 監事は，業務の運営状況を把握するため，役員会その他重要な会議に出席し，意

見を述べることができるものとする。 

２ 監事は，業務に関する重要な文書を閲覧し，学長，理事及び職員に説明を求めること

ができるものとする。 

３ 監事は，重要な財産の取得，処分及び管理について調査し，学長，理事及び職員に説

明を求めることができるものとする。 

４ 法令違反行為，業務上の事故その他業務運営に著しく影響を及ぼすと認められる事態

が発生したとき，及び業務運営に関する内部通報，外部告発等があったときは，関係者

は，速やかに監事に報告するものとする。 

５ 役職員等は，業務上の事故又は異例の事態が発生したときは，速やかにその旨を口頭

又は文書で監事に報告しなければならない。 

６ 監事は，監査対象部門の学長，理事及び職員に対し，監査の必要に応じて，質問をし，

又は説明若しくは資料の提出を求めることができる。 

７ 学長，理事及び職員は，監事（監査の事務補助に従事する職員を含む。）が行う監査

に協力しなければならない。 

８ 監事は，本法人が国立大学法人法又は同法第３５条において準用する独立行政法人通

則法の規定による認可，承認，認定及び届出に係る書類並びに報告書その他の文部科学

省令で定める書類を文部科学大臣に提出しようとするときは，これらの書類を調査しな

ければならない。 

９ 監事は，必要があると認めるときは，本法人の出資法人に対し，業務及び財産の状況

調査の協力を求めることができるものとするとともに，出資法人の長は，調査の円滑な

遂行に協力するものとする。 

（会計監査人との連携） 

第９条 監事は，会計監査人から監査計画，監査手続及び監査結果について報告を求め，

監査意見の形成に活用する。また，随時会計監査人の監査に立合うことができるものと

する。 

２ 監事が会計監査人から理事等の職務遂行に関し不正の行為又は法令，学内規則に違反

する重大な事実について報告を受けたときは，監事はその内容を調査し学長及び理事に

対して助言又は勧告をするものとする。 

３ 学長は，監事及び会計監査人との意思疎通を確保できるよう，定期的な連絡の機会を

設けるものとする。 

（内部監査部門との連携） 

第１０条 監事は，内部監査部門及び業績評価部門と緊密な連携を保ち，内部監査及び業

績評価の結果を活用するとともに，内部監査部門又は業績評価部門から説明，報告を求

めることができるものとするほか，必要に応じ，内部監査部門に特定の調査を依頼する
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ことができるものとする。 

（監査調書の作成・保存） 

第１１条 監事は，監査報告書の基礎とした監査過程の資料等を監査調書として作成し，

一定期間保存するものとする。 

（監査結果報告書等） 

第１２条 監事は，監査を行ったときは，速やかに監査結果報告書を作成し，学長に提出

するものとする。 

２ 監査結果報告書には，監査方法の概要，業務運営の適法性等に係る判断のほか，監査

の結果把握した業務運営の状況，是正又は改善を要すると認められる事項がある場合に

はその具体的な内容を記載するものとする。 

３ 学長は，前項の規定により是正又は改善を要すると認められる事項がある場合には，

改善措置を講ずるとともに，当該改善状況について，監事に報告するものとする。 

（文部科学大臣への意見） 

第１３条 国立大学法人法第１１条第９項の規定により文部科学大臣に意見を提出する場

合には，あらかじめ学長にその旨を通知するものとする。 

（学長等への報告義務） 

第１３条の２ 監事は，役員（監事を除く。）が不正の行為をし，若しくは当該行為をす

るおそれがあると認めるとき，又は国立大学法人法若しくは他の法令に違反する事実若

しくは著しく不当な事実があると認めるときは，遅滞なく，その旨を学長に報告すると

ともに，文部科学大臣に報告しなければならない。 

附 則 

この規則は，平成１６年４月１日から施行する。   

附 則 

この規則は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は，平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は，平成２７年４月１日から施行する。 


